
別紙様式１(日本工業規格Ａ４縦型) 
 

平成１８年度再チャレンジ支援地域モデル事業計画書  
 

                                       石  川  県  
 
１．事業の全体像 
 

（事業の名称） 
・石川県「女性の再チャレンジ支援プログラム」 
 
（事業実施主体・連携協力機関等） 
・事業実施主体 
石川県（県民文化局、商工労働部、健康福祉部） 
・連携協力機関 
石川労働局 
関係団体等 
いしかわ女性基金、いしかわ子育て支援財団、金沢勤労者プラザ、商工会議所

連合会、商工会連合会、２１世紀職業財団など 
 
（主な事業実施場所） 
・石川県女性センター（金沢市三社町１番44号） 
 
（実施にあたり組織する会議、協議会、組織等） 
・「チャレンジ・ネットワーク会議」 
・メンバー構成(案) 
 県（県民交流課、男女共同参画課･女性センター･子ども政策課・労働企画課） 
石川労働局（職業安定部･雇用均等室） 
関係団体（いしかわ子育て支援財団･金沢勤労者プラザ・21世紀職業財団） 
事業主団体（商工会議所連合会･商工会連合会） 

 
 
２．事業のねらい 
・特色 

 

（事業の目的と現状） 
石川県では、保育環境の整備や職場における｢ワークライフバランス｣の実現など

仕事と子育ての両立支援に特に力を入れて取り組んでおり、こうした中、女性の有

業率は全国 2 位(H14)となっているなど、女性が県の経済社会の重要な担い手とな
っている。 
 しかしながら、出産･育児を機に退職する女性も多く、これら女性については、正

社員としての再就職をはじめ、希望どおりの｢再チャレンジ｣を果たすことが困難な

現状にある。多様なニーズを有する女性が、その意欲と能力等に応じて｢再チャレン

ジ｣を実現することは、男女共同参画社会の実現はもとより、次世代育成支援の観点

からも重要な課題であると認識。 
また、本県においても雇用情勢が改善し、求人需要が供給を上回る｢需要超過｣の

状況に転じつつあり、その一方で、労働力人口は長期的な減少が見込まれ、潜在的

に高い就労意欲を有する女性が活躍できる環境を整備することは、県産業を担う人

材の育成･確保の観点からも重要な課題。 
 このため、女性の地位向上と社会参加の促進等に実績ある県｢女性センター｣を女

性の再チャレンジのための支援拠点と位置づけ、当該センターを中心として、県関



係部局や国(労働局)さらには関係団体や事業主団体とが一丸となって｢女性の再チ
ャレンジ｣を積極的にサポートすることで、石川県における男女共同参画社会の実現

と次世代育成支援並びに産業人材の確保を図る。 
 
（参加対象女性層、人数等） 
・求職活動中の女性(失業者)：10,200人（石川県版｢労働力調査｣17年10～12月）
・就業意欲を有する無業女性：43,300人（総務省｢就業構造基本調査｣14年10月）
・その他、生活設計等に悩みを有する有業女性など 
 
（女性が支援を受けやすくなるための工夫等） 
・気軽に女性センターのカウンセリングサービス等を利用できるよう、１階エント

ランスホールにカウンセリングのためのオープンスペースを確保するとともに、

必要に応じて密接な相談にも応じられるよう、隣接して｢相談室(個室)｣も準備。 
・子ども連れでも利用できるよう、センター内で託児サービスを提供。 
・南北に長い石川県の地域事情等も踏まえ、センターでのサービス提供に加え、積

極的に遠隔地への出張サービス(カウンセリング･セミナー等)を実施。 
 
（事業の成果目標・評価への考え方） 
・事業の成果目標 
① サービス利用者数 

800人／年 
② 上記のうち再就職、起業者数、ＮＰＯ活動など 
   300人／年（再就職250人･起業･起業見習20人･NPO活動30人を目途） 
・評価への考え方 
 ① 直接的には、単年度ごとに上記の事業実績で評価。 
 ② ただし、本事業を通じて｢女性の再チャレンジ｣に対する社会全体での気運醸

成も期待するところであり、長期的には、県内女性の｢労働力率の向上｣と｢失業

率の低下｣の双方を目指したい（石川県独自の｢労働力調査｣でチェック可能）。

 
 
３．事業内容・ 
  年間スケジュール 

※ 石川県においては、この３月に知事選を行うため、現段階での当初予算は｢骨格

予算｣として新規施策は基本的に対象外。知事選終了後、６月補正により改めて新

規施策を計上の上、県議会の承認を得る必要がある。 
このため、本事業についても、６月補正で予算計上を行い、７月からの事業開

始を予定（プランに盛り込んでいる県独自施策の多くは現時点では未公表）。 
 
（情報提供） 
・事業開始に当たっては、県広報媒体等のほか、利用案内リーフレット等を作成の

上、ハローワークや子育て支援センター、母親クラブ等を通じて積極的に利用を

促進。 
・センターの利用者(登録者)に対しては、メール等による継続的な情報提供を実施。
（セミナー等の各種イベントの開催案内、新着求人の情報提供など） 
・女性センターの HP（チャレンジサイト）も活用し、利用案内やイベント情報等
のほか、再チャレンジの成功事例等も紹介。 

 



（相談事業） 
・女性センター１階(エントランスホール)に専任のキャリアコンサルタント(チャレ
ンジ･シェルパ)等を配置。 
・女性センター利用者が｢その場｣でハローワーク職員等と対面相談できるよう、新

たにテレビ電話システムを導入。 
・日常的な来所が困難な遠隔居住者のため、出張によるカウンセリングサービス等

を提供。 
※ このほか、｢ワンストップサービスセンター｣としての機能強化を図るべく、

石川労働局に対し、女性センターへのハローワーク職員の配置(巡回相談)を
要望中。 

 
（セミナー、講座等） 
・外部有識者やキャリアコンサルタント等を講師とする少人数制のセミナー(ぷちセ
ミナー)を随時開催（概ね週１回ペースを予定）。 
・女性センター(県)の独自事業として、新たに｢再チャレンジ支援講座｣や｢キャリア
アップ支援講座｣等を開催。 
・職業選択･企業選択に迷う女性等のため、手軽な職場(企業)見学サービスを提供。
 
（その他） 
・子育て中の女性の再就職等を支援するため、センター来所者や職業訓練受講者の

ための託児サービスを提供。 
・県独自の再チャレンジ支援メニューとして、H18年度の新規施策として、 
 ① １か月間の企業現場での実習を経て本採用を目指す｢職場実習事業｣、 
 ② 女性の創業を支援するための３か月トレーニング｢女性創業トライアル｣ 
 等をスタート（未公表）。 
 

 
４．事業の連携体制 

（関係支援機関等との連携方法、役割分担） 
 
女性センターのほか、ハローワーク･商工会議所･職業訓練施設･ジョブカフェなど

各種専門機関が｢再チャレンジ｣関連事業を行っている中、関係機関相互の連携体制

を確保し、情報共有を密にするとともに、事業運営の中で発生する諸課題の解決方

策等を検討するため、｢チャレンジネットワーク会議｣を開催。 
 
・役割分担 
 ① 女性センター 

｢女性の再チャレンジ｣に関する総合相談窓口(ワンストップセンター)として
各種の相談ニーズに対応するほか、関係機関のサービスメニュー等も積極的に

情報発信。また、個々人のニーズに応じて関係機関への円滑な誘導を行うとと

もに、誘導した後も、継続相談やメールカウンセリング等を通じて、再チャレ

ンジの実現まで継続的なフォローアップを実施。 
このほか、広報活動等を通じて女性の再チャレンジの促進を図るほか、セミ

ナー開催等により関連知識の習得等を支援。 
 
 



 ② 関係支援機関（主なもの） 
・ ハローワーク → 就職先企業の紹介･斡旋 
・ 商工会議所等 → 就職支援(職場実習)、創業支援(経営指導･創業塾) 
・ 公共訓練施設 → 再チャレンジに必要な知識･技能の習得 
・ 職業能力開発プラザ → 在宅就業案件の紹介 
・ NPO活動支援センター → ＮＰＯ団体の紹介･設立支援 
・ 子育て支援財団 → 子育てに関する各種相談 

 
 
５．備考 
 

（事業総額概算及び内閣府負担分概算（千円）） 
 
① 内閣府負担分(概算) 
・ キャリアコンサルタント(1名)の配置、プチセミナーの開催等  4,342千円 
・ ネットワークの構築(テレビ電話システムの導入等)         760千円 
・ センター利用者等に対する託児サービスの提供         1,706千円 
・ その他（広報･情報提供等）                  1,115千円 
                              計  7,923千円 
② 予算 ※ H18年度新規施策のみ記載（６月補正予算を含む） 
・ 再チャレンジ支援講座                   520千円 
・ キャリアアップ支援講座                  581千円 
・ 企業セミナー                       425千円 
 ・ 職場実習(育児女性向け)                  21,465千円 
・ 女性創業トライアル講座                  4,500千円 
                            計   27,491千円 

 
※ このほか、公共職業訓練や創業支援、在宅ワークやＮＰＯ相談など、｢再チャ

レンジ｣関連メニュー（予算）は多数あり。 
 

 
６．担当部課等 

（所在地）金沢市鞍月1丁目1番地 
（部課室）石川県県民文化局男女参画課 
     石川県商工労働部労働企画課  
（担当者）中谷松雄 
     電話番号 ０７６－２５５－１５３１ 
     ＦＡＸ  ０７６－２５５－１５３４ 
 

 



石川県｢女性の再チャレンジ支援プログラム(案)｣

－“I” challenge program －

平成17年２月 石川県県民文化局･商工労働部

OneOne--stostopp →→ SkillSkill--uupp →→ BackBack--uup  p  

IIshikawa shikawa 
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石川県の生産年齢人口の見通し

１ 女性の就業環境① 女性活力の重要性

石川県は、保育環境の整備等に力を入れており、こうした中、女性の有業率も全国２位となっているなど、
女性が県経済の重要な担い手。景気回復基調の中で雇用情勢も改善し(需要超過) 、長期的にも本格的な人口
減少時代を迎える中、女性が意欲･能力等に応じて活躍できる環境整備を図ることは、男女共同参画社会の実
現はもとより、次世代育成支援と人材確保の観点からも重要な課題。

※石川県の将来人口推計（生産年齢人口）

※ H14 女性の年齢階級別有業率（全国･石川県）

※ 石川県の有効求人倍率
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○ 石川県は、保育所普及率は全国トップクラ
ス。延長保育･休日保育等も全国に先駆けて
普及しているなど｢子育て先進県｣との評価。
○ 女性有業率も全国２位(H14)と女性の社会
進出が進み、女性が県の経済社会の重要な
担い手。

※保育所普及率（H16年度）
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※女性有業率（H14）

○ 石川県の女性有業率は、各年齢層とも全国
平均を上回り、｢Ｍ字｣の底も浅いなど、全国
よりは、各女性が仕事と子育てを両立。
○ しかしながら、仕事を辞めた女性の職場復
帰はパート･派遣等も多く、正社員での復帰
等は困難な状況。
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※ H14 女性の年齢階級別有業率の内訳（石川県）

○ 雇用情勢が回復基調にある中、求人倍率も
１倍を超え、求人件数に対する求職者数は
5,000人程度の｢不足｣（需要超過）。
※ 有効倍率(17年12月) ：1.17倍

○ 本格的な人口減少時を迎える中、今後30年
余りで生産年齢人口は３/４近くにまで減少。
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1 女性の就業環境② ワークライフバランス

石川県では、特に民間企業における次世代育成支援の取組みを促進すべく、
① ｢プレミアムパスポート｣事業の創設
② ｢ワークライフバランス企業｣の登録･表彰制度の創設、｢ワークライフバランス塾｣の開催
③ 日本政策投資銀行による低利融資制度の創設（｢地域再生融資｣）
④ 商工組合中央金庫による低利融資制度の創設（｢ワークライフバランスローン｣）
等の独自の取組みを通じ、育児女性等が仕事と子育てを両立できる環境整備にも努力。

プレミアムパスポート

ワークライフバランス企業

日本政策投資銀行

商工組合中央金庫

子どもが３人以上いる多子世帯に対し、県内企業が各種
サービスを提供する石川県独自の次世代育成支援施策

協賛企業を県がＰＲすることで
企業にも経営メリットも生じ、
企業が次世代育成支援に取り組
む大きな｢契機｣として普及。 店舗数 1,145店舗

707社協賛企業

(例) 商品５％引／3000円以上購入で記念品／お子様ドリンク１杯無料 など

※ 協賛企業からは店舗ごとに5000円を徴収

制度的には対外的に明示されない｢一般事業主行動計画｣
を積極的にオープンにする企業を県が登録･ＰＲすると
ともに、特に積極的な企業の知事表彰制度を創設。

仕事と子育ての両立支援等に取
り組む企業を積極的に顕彰する
ことで、県内の大多数を占める
中小企業の取組を促進。 表彰企業 ５社

41社登録企業

※県ホームページで公開中。

地域再生計画を積極活用し、次世代育成支援に取り組む
企業が経営メリットを享受できるよう、日本政策投資銀
行との連携による低利融資制度を創設。

仕事と子育ての両立や多子世帯
への支援等に積極的な企業を支
援することで、企業の(高水準の)
取組みを促進。

※融資要件（AND条件）

③ プレミアムパスポートへの協賛

② 国の認定制度の取得(可能性)

① ワークライフバランス企業登録

法人としての自主的な取組みとして、県が実施するワー
クライブバランス登録企業等に対する低利融資制度を独
自に創設（石川県のみのサービス）。

特に計画策定が進んでいない中
小企業を主たるターゲットに、
中小企業の計画策定目標(25％)
を融資面からバックアップ。

※融資要件（OR条件）

② プレミアムパスポートへの協賛

① ワークライフバランス企業登録

H18より、中小企業を対象とした
｢ワークライフバランス塾｣を開催

プレスリリース後、１か月程度で
中小８社が新規に計画を策定･登録

H18以降、全国各地域でも同様の
取組みが拡大中

Ishikawa 3



① ｢ワンストップ｣体制の整備 （女性センターの機能充実）
② ｢スキルアップ｣メニューの充実（公共職業訓練の充実）
③ ｢バックアップ｣体制の確保 （国･県･商工会議所など関係機関との連携強化）
等を通じて、女性の｢再チャレンジ｣を強力にサポート。
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ボランティア等

在宅ワーク

｢チャレンジ･シェルパ｣

準
備

21世紀職業財団

SKILL-UP !
（金沢勤労者プラザなど）

BACK-UP !
（関係機関との連携）

託児サービス

※ 商工会議所･商工会

※ 職業能力開発プラザ

スキルアップ講座 職場実習事業

再就職をはじめ、多様な
相談ニーズに対応できる
キャリアコンサルタント
等の配置

ハローワーク

ハローワークの巡回
相談で職業紹介まで
ワンストップで実施
できないか、要望中。 効果的な事業推進のための関係機関による連絡会議の開催

（県･石川労働局･関係団体･事業主団体など）

チャレンジ･ネットワーク会議の開催

再チャレンジ

再チャレンジ支援講座等

･NPOの紹介
･NPOの設立
アドバイス

※ NPO活動支援センター等

在宅ワーク
の相談･紹介
※出先４か所

※ 国･県･商工会等

メンター紹介

助成金の支給

創業支援融資

店舗改装
販路開拓
土地借料
etc･･

就職準備講座の開催

！

２ 事業概要① “Ｉ(ｱｲ)”チャレンジ･プログラム（全体スキーム）

連携

ぷちセミナー

少人数制の勉強会

利用者の無料託児

…内閣府予算

･パソコン会計
･販売スキル
･医療事務
など

･資金･事業計画
･税務･財務･会計
･人事労務管理
など

･文書･データ入力
･ＤＴＰ
など
※ ニーズを踏まえ検討

･介護･手話
･保育
･NPO設立知識
など

Ishikawa 4

・再チャレンジ支援講座
・キャリアアップ支援講座
・企業セミナー
・インターネット講座
・女性ﾁｬﾚﾝｼ支援情報ﾈｯﾄﾜｰｸ



これまで女性向けの様々な相談業務や研修事業等に取り組み、女性の地位向上と社会参加の促進を図ってきた
女性センターにおいて、再就職や起業など女性の多様なニーズに対応できるワンストップ窓口を開設するなど、
女性の｢再チャレンジ｣に対する支援機能を強化。

２ 事業概要② “ONE-STOP”（女性センターの機能強化） Ishikawa 5

石川県女性センター

○ 設置目的
女性の地位向上と社会参加

の促進に資すること。

○ 施設概要
・ 開設年月：昭和54年10月
・ 敷地面積：3,458㎡
・ 建物面積：1,958㎡
(延面積)：5,998㎡

○ 立地
金沢駅より徒歩10分

女性の社会参画を支援するためのポータルサイト女性ﾁｬﾚﾝｼﾞ支援情報ﾈｯﾄﾜｰｸ

図書情報室

男女共同参画社会の実現を目指す団体･ｸﾞﾙｰﾌﾟの調査研究や講演会等の支援調査研究･活動支援事業

女性の能力を開発する各種研修等の開催研修･講座事業

男女共同参画のつどいの開催など女性相互の交流促進交流促進事業

年に１度の女性センターの祭典センター･フェスティバル

身近な人との死別などからの立ち直りを支えるためのカウンセリング悲しみ110番

女性が心身共に自立できるための様々な悩みに対するカウンセリング女性なんでも相談

女性に関する図書･資料を揃えた図書室の設置

インターネットの無料利用サービスインターネットコーナー

女性の芸術活動や生涯学習を支援するため成果品を展示アートギャラリー

石川女性センター･いしかわ女性基金の主要事業

｢

再
チ
ャ
レ
ン
ジ｣

支
援
機
能
の
強
化

県民文化局

○チャレンジ支援メニューの強化
・ 再チャレンジ支援講座
・ キャリアアップ支援講座など

内閣府モデル･主要事業

○ワンストップ相談窓口の設置
｢チャレンジシェルパ｣(カウンセラー等)の配置

○出張カウンセリング等の実施
遠隔地居住者の再チャレンジ支援

○ ｢ぷちセミナー｣等の開催
少人数制の再チャレンジに関する勉強会

○託児サービスの提供
子育て中の母親の再チャレンジ支援

県民文化局

○女性の就業支援メニューの強化
・ 職場実習制度の創設
・ スキルアップメニューの充実
・ 創業支援メニューの充実 など

・ハローワーク･商工会議所など

女性の希望等に応じた
｢再チャレンジ｣の実現

センターの機能強化と
利用層･利用数の拡大

就業人口の拡大と
県産業の担い手の確保

利用層が高齢で
若年層が少ない

就業支援機能が
弱い

インターネット、
図書コーナー等
の利用が低調

サークル活動等
の利用層が固定
ぎみ

課 題

利用者数 年間約９万人
※過去、先駆的に女性の再チャレンジ支援に取り組んだ実績もあるが、当時は関係機関との連携は十分でなく、成果が今ひとつ。

連携の強化

県民文化局

商工労働部

他の支援機関との連携



ワンストップ

関係機関との連携を図りながら、
多様な女性の相談ニーズに対応。
※テレビ電話によるハローワーク
等との遠隔相談も実施。

出張サービス

南北に長い石川県の地域事情等も
踏まえ、出張サービスも提供。
※出張カウンセリング･出前セミ

ナー等の実施

･就職先企業の斡旋
･職場実習の推薦
･講座の受講指示

･ 情報提供
･ 再就職準備講座
･ 起業支援助成金

･NPOの紹介
･設立アドバイス

２ 事業概要③ “ONE-STOP”（チャレンジ･ネットワークの構築）

出産･育児の状況や家庭事情等のほか、再就職(正社員/パート/派遣等)･起業･NPO活動など、｢再チャレンジ｣
に対する多様な相談ニーズに的確に対応できるよう、関係機関との密接な連携(チャレンジネットワーク)を構
築しつつ、女性センターが｢ワンストップセンター｣としての機能を発揮。

石川県女性センター
（ワンストップ）

子育てが一段落したから
もう１度社会参画したい

子どもが産まれるので
今の仕事を辞めようか？

子どもの世話があるので
パート･派遣で働きたい

キャリアを活かして
正社員で働きたい

社会貢献したいけれど
収入もそれなりに必要

子どもの面倒をみながら
自宅で仕事をしたい

ビジネスを立ち上げたい
けれど、何から行えば？

年間100時間以上働くと
収入が減るってホント？

パートで働いても
社会保険は大丈夫？

実家の土地を活かして
農業を始めてみたい

多様な相談ニーズ

産業技術専門校

ジョブカフェ

地域職業
訓練センター

ハローワーク

母子福祉
センター

･公共職業訓練
･自主講座

･母子家庭等の支援
職業紹介･相談
技能講習会

商工会議所
商工会

子育て支援財団

職業能力開発
プラザ

ボランティア
センター

その他

･ボランティア紹介
･ボランティア研修

･能力開発の相談
･在宅ワークの紹介
･労使関係の相談

･職場実習
･創業塾
･創業アドバイス

･子育て相談
･子育て人材バンク
･育児サポーター育成

･21世紀農業育成機構
･福祉人材センター
など つどいの広場 子育支援ｾﾝﾀｰ 母親クラブ

再チャレンジ
シェルパ

（各種相談）

出張相談
出前講座

･公共職業訓練
･委託訓練
･在職者セミナー

･若年者の就職支援
カウンセリング
就活セミナー

チ
ャ
レ
ン
ジ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

チ
ャ
レ
ン
ジ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

Ishikawa 6

21世紀職業財団

チャレンジネットワーク（出張サービス）

NPO活動支援
センター



託児サービス

２ 事業概要④ “ONE-STOP”（利用者メリット）

｢ワンストップセンター｣としての女性センターが、単に｢一次受付｣の場所に終止することのないよう、カウン
セリングやセミナー等のサービスに加え、施設利用者に対する様々な｢利用者メリット｣を提供することで、利
便性の向上と利用者の拡大を図る。

Ishikawa 7

職場実習など長期間(１か月)にわたる実習の受講が困難な女性
等を対象に、求人企業や実習受入企業等の１日見学等をコーデ
ィネート。

情報提供

利用登録を行った利用者に対しては、
① メール等による情報提供(セミナー等の開催案内等)
② メールによるカウンセリング･相談
など、来所できない場合も必要なサービスを提供。

石
川
県
女
性
セ
ン
タ
ー
（
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス
）

託児サービス

企業見学

メール･カウンセリング

テレビ電話システムの導入

女性センター

ハローワーク

自宅

女性センター

女性センター 県内企業

① 子育て中でも安心して、カウンセリングサービスやスキ
ルアップのための訓練講座(２～３か月)を受講できるよう、
女性センター内で託児サービスを提供。

② 職場実習
(雇用契約は締結しないものの)実態として企業現場で就

労する職場実習の受講者については、可能な限り実習段階
から保育所を利用できるよう、市町とも連携･調整。

県内企業 保育所

女性センターへの来所者が、ハローワークなど別の専門機関
に｢出なおし｣する必要がないよう、テレビ電話システムによ
る遠隔相談サービスを提供。

次
の
ス
テ
ッ
プ
へ
の
円
滑
な
移
行
（
女
性
セ
ン
タ
ー
が
継
続
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
）

相談･訓練受講など



２ 事業概要⑤ “ONE-STOP”（カウンセリング･スペース）

再チャレンジを希望する女性が利用しやすいよう、１階メインロビーにカウンセリングコーナーを設置し、
気軽に相談できるオープンスペースを用意するとともに、希望に応じて親密なカウンセリングが実施できるよ
うカウンセリング室(個室)も準備。

Ishikawa 8

石川県母子福祉セン
ター

(財)いしかわ女性基金
事務室

受付案内

EV

EV

喫茶

メインロビー

玄関ホール

階段

WC

WC 厨房控室楽屋楽屋

楽屋

ステージ

客席
（350人）

ホール

図書情報室

エントランス

カウンセリング室

○１階メインフロアを活用
（利用しやすい環境）

○オープンスペースを用意
（気軽に相談できる雰囲気）

○希望に応じて個室相談
（親密なカウンセリング）

駐車場
（80台）

金沢市女性就業
指導センター

石川県女性センター（１階見取図）

石川県女性センター
事務室



金沢勤労者プラザの概要

（ハード面）

○ 建築物
地上５階･地下１階(12,031㎡)

○ 施設
研修室等24、体育館等

○ 開館
火曜日を除く毎日 9時～21時

○ 立地
金沢駅から徒歩５分

｢勤プラ｣

○ 目的
勤労者をはじめ広く県民･市民の福祉の向上と健康
の増進 及び職業能力の開発向上に寄与すること。

○ 設立
石川県･金沢市･(独)雇用能力開発機構

○ 施設
｢共同福祉施設｣と｢地域職業訓練センター｣の複合

○ 管理運営
(財)石川県金沢勤労者プラザ（人員体制：13名)

★ 休館日の変更（H18～）
女性支援の充実強化に合わせて、
休館日を月１日のみに縮小予定。

２ 事業概要⑥ “SKILL-UP”（公共職業訓練の充実）

地域職業訓練センター(金沢勤労者プラザ)等において、女性の再チャレンジのためのスキルアップ･メニュー
を拡充（女性センターで託児サービスも提供するなど、子育て中の女性が受講しやすいように配慮）。

女
性
セ
ン
タ
ー

（
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
セ
ン
タ
ー
）

フォローアップ講座再
就
職
コ
ー
ス

在
宅
就
業
コ
ー
ス

起
業
コ
ー
ス

地
域
貢
献
コ
ー
ス

･パソコン会計
･販売スキル
･医療事務
など

スキルアップ講座

在宅ワーク講座

NPO･ボランティア講座

･資金･事業計画
･税務･財務･会計
･人事労務管理
など

･文書･データ入力
･ＤＴＰ
など
※ ニーズを踏まえ検討

･介護･手話
･保育
･NPO設立知識
など

起業トライアル講座

３か月

３か月

２か月

３か月

地域職業訓練センター(金沢勤労者プラザ)等

公共職業訓練（無料） 自主講座（有料）

スキル
アップ
したい

関係機関への誘導･フォロー

スキルアップ
を希望する女
性が各講座を
受講しやすい
よう託児サー
ビスを提供

ハローワーク、職業能力開発プラザ、商工
会議所など、本人の希望に応じた支援機関
への誘導と、センターでのフォローアップ

語学講座

・英語
・中国語
・韓国語

営業･販売スキル講座

・販促POPデザイン
・カラーコーディネート
・ラッピング
・実用書道
など

パワー
アッ
プ！

Ishikawa 9

ＩＴ関連講座

･ホームページ作成
・Word、Exel
・Exel VBA
・Power Point
・資格取得コース
など

その他の講座

・建築模型
・フラワーデザイン
・ネイルアート
など

託児
サービス



公共職業訓練を受講するためには、
①ハローワーク所長による｢受講指示｣
②ハローワーク所長による｢受講推薦｣

のいずれかの行政措置が必要。

※ ｢受講指示｣

雇用保険受給者等に対する措置で、訓練
期間中は雇用保険の支給が延長される。
※ ｢受講推薦｣

受講指示が得られない求職者が対象。

厳しい雇用情勢が続く中、
公共職業訓練の対象者は
離職後間もない雇用保険
受給者が優先。

出産･育児を機に退職し、
長期にわたり家庭に入っ
ていた女性等は能力開発
の機会に乏しい状況。

これまで能力開発の機会に
乏しかった育児女性をター
ゲットに、ハローワークと
の連携により、新たに雇用
保険非受給者を含む「託児
サービス付きスキルアップ
講座」を試行実施。

平成17年（９月補正）

実施状況と対応

全
国
初
の
試
み

６人

３人

託児

Word、Exel、Web作成、プレゼンなど１５名パソコン実務科

Word、Exel、接客･接遇など１５名ＯＡ事務科

主なカリキュラム定員コース

２ 事業概要⑦ “SKILL-UP”（公共職業訓練の運営見直し）

厳しい雇用情勢が続く中、公共職業訓練の受講対象は（障害者など特別な支援が必要な求職者を除き）失業
して間もない求職者（=雇用保険受給者）を優先。
雇用情勢が改善し、本県産業を担う人材の確保も課題となっている中で、育児等により長期間仕事を離れて
いた女性（=雇用保険｢非｣受給者）等も、積極的に公共職業訓練の受講と再チャレンジを促進。

公共職業訓練

民間の教育訓練機関を活用した訓練(委託訓練)において、託児サービス付
き訓練を２コース実施中。
※うち１コースを金沢勤労者プラザで実施。

受入可能な乳幼児の数に制約はあっ
たものの、受講している育児女性に
は非常に好評。

再就職を目指す｢スキル
アップ講座｣のみならず、
・起業
・NPO活動
など、ニーズに応じた多様
な訓練メニューを準備。

平成18年度新規

拡

充

Ishikawa10



受講者数

７０．８％７０．６％就職率

就職者数

修了者数

５３７人７４５人

７５９人１，０５５人中
高
年

８０２人１，０５５人

17年（12
末）

16年度

受講者数

７４．５％－就職率

就職者数

修了者数

４００人－

５３７人－若
年
者

６２２人－

事業スキーム

県
①事業のプランニング
②雇用保険非受給者に対する受講手当等の支給

国(石川労働局)
①企業と受講希望者とのマッチング
②受入企業に対する委託費の支給

商工会議所･商工会
①受入企業の開拓･実習期間中のフォローアップ
②申請受付･支払処理等

三
位
一
体
で
の
就
職
支
援

事業効果

H13年度～
リストラ中高年等の早期救済のために事業創設

H17年度～
高失業･早期離職が課題の若年者に対象拡大

H18年度～（新規）
女性の再チャレンジ支援のため育児女性に適用拡大

中高年は職種転換に対する不安を、
事業主は中高年採用に対する偏見を、
それぞれ解消することで実習修了後の就職を図る。

職務経験に乏しい若年者が希望する職業にチャ
レンジする機械を提供するとともに、実習期間
を経ることで、修飾語の早期離職を防止。

出産･育児を機にリタイアした女性がスムーズ
に職場復帰できるよう実習期間を設け、また、
当該職場での仕事と子育ての両立可能性を判断。

※事業実績（中高年齢者・若年者）

２ 事業概要⑧ “BACK-UP”（職場実習｢ジョブ･リトライ(仮)｣）

これまで中高年齢者･若年者の就職支援に着実な実績を上げてきた石川県独自の就職支援施策｢職場実習事業｣
を育児女性に適用拡大し、県･国(労働局)･商工会議所等が一体となって、女性の再チャレンジ(再就職)をバッ
クアップ。

県内企業

企業現場での
１か月の実習
（受講手当
有）

ハローワーク

求人開拓員（県内11名）
・受入企業の開拓
・受講者のフォローアップ

受入企業情報の提供

商工会議所･商工会

受入企業の紹介
就職

企業･本人
両者の合意で･･

手当等
・受入企業… 18,000円/月
・受 講 者 …110,000円/月

45～64歳

35歳未満

30～40代前半が主な職場復帰時期
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トライアル実習座 学

２か月 １か月

経営戦略、マーケティング、ファイナンス、
人事マネジメント、交渉術、文書作成、など

既に創業を果たした人材
の下での実地研修

フラワー店

基礎知識の習得

設立支援

経営支援

女性創業トライアル

※ ３か月間の本格講習
※ 定員10人×２コース
※ 金沢勤労者プラザで開催

実際に起業する前段階で、しっかりとし
た基礎知識を身につけることが不可欠

※ 金沢市｢女性起業家育成セミナー｣
学習期間は短いものの、定員20名の講座に46名の応募があるなど、
｢起業｣に対する女性の関心の高まりが伺われる

２ 事業概要⑨ “BACK-UP”（起業サポート）

女性の起業に対する助成金の新設(厚労省)に合わせて、新たに女性向けの起業支援講座(３か月)をスタート。
18年度より県において拡充を図る創業支援メニューも活用しながら、基礎知識の習得から開業さらには事業
運営まで、一貫したサポートサービスを提供することで女性の起業をバックアップ。

H18新規

ペット美容院

開 業

○ シニアアドバイザー
経営指導員によるビジネスプラン策定支援

○ 女性起業支援助成金
起業及び事業運営経費の２／３（上限500万円）

厚生労働省

商工会議所等

○ 創業支援融資
事業資金 4,000万円・運転資金 2,000万円

県

事業計画

H18新規

マーケティング
店舗の確保･改装
商品仕入れルート
資金の調達
顧客の開拓･確保
従業員の確保
etc｡｡｡｡

ペット美容院

事 業 展 開

開業したものの･･･

開業の後、事業運
営がうまくいかず
に廃業に追い込ま
れるケースも･･･。

継続的支援が必要

○ 創業塾の開催
創業に必要な実践的能力の習得（30時間程度）

○ シニアアドバイザー（再掲）
○ 創業･経営革新エキスパートバンク事業
創業･経営革新におけるアドバイザー(外部専門家)の派遣

○ メンターの紹介
経験の浅い女性起業家に対する先輩起業家(メンター)の紹介

厚生労働省

商工会議所等

継続フォロー

H18新規

H18新規
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○ コンサルタントの配置
○ 各種セミナーの開催
○ 企業見学サービス
○ 託児サービスの提供 など

○ 再就職先企業の斡旋
※ 県内14所

○ 職場実習のマッチング
○ 訓練講座の受講指示･推薦

○ 能力開発に関する相談
○ 労使関係相談
○ 在宅ワークの相談･斡旋
※ 出先窓口：県内４か所

○ スキルアップ講座(３か月)
○ 女性創業トライアル(3か月)
○ 在宅ワーク講座(２か月･Ｐ) 
○ ＮＰＯ講座(3か月)

県民文化局 商工労働部 石川労働局

ハローワーク

○ NPO設立アドバイス
○ NPO法人の紹介
○ ボランティア参加募集
○ 情報誌の発行

健康福祉部

○ 職業紹介･就業相談
○ 就職支援員の配置
○ パソコン講習会の開催
○ 職業訓練の実施

県

○ 子育て相談
○ 子育て人材バンク
○ 育児サポーター等の育成
○ 情報誌の発行

商工会議所連合会
商工会連合会

地域職業訓練センター等

NPO活動支援センター
ボランティアセンター

子育て支援財団
女性センター

(ワンストップセンター)

職業能力開発プラザ母子福祉センター

○ 再就職の相談･情報提供
○ 再就職準備講座の開催
○ 女性起業支援助成金

21世紀職業財団
（石川事務所）

○ 育児女性向け職場実習
※ 求人開拓員：県内11名

○ 創業塾の開催
○ 創業アドバイス

商工会議所
商工会

商工労働部労働企画課長

石川県商工会連合会事務局長

石川県商工会議所連合会雇用対策室長

(財)21世紀職業財団石川事務所長

(財)金沢勤労者プラザ理事長

(財)いしかわ子育て支援財団専務理事

県民文化局県民交流課長

関係団体

組織･団体

雇用均等室長

職業安定部職業安定課長石川労働局

健康福祉部子ども政策課長

石川県女性センター館長

県民文化局男女共同参画課長石川県

組織･団体

民間再就職支援会社等 産業技術専門校

※ いしかわ｢チャレンジネットワーク会議｣構成メンバー(案)

子育て支援センター
母親クラブなど

３ 事業推進体制

部局横断･関係機関連携の下で女性の｢再チャレンジ｣を効果的に支援すべく、｢チャレンジ･ネットワーク会議｣
を開催し、具体的な事業運営等について協議を行うなど、女性センターを中心とした協力体制の確保を図る。

○就職カウンセリング
○ 就活セミナーの開催
○ 合同面接会の開催

※ 出先窓口：県内２か所

ジョブカフェ
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【アウトカム】

【アウトプット】

再就職･起業･ＮＰＯ活動など｢再チャ
レンジ｣を実現できた女性の数

４ 目標

モデル事業の実施期間を通じ、①サービス利用者の拡大(意欲の喚起)、②再チャレンジの実現を図るとともに、
長期的な観点から、③女性の就業人口の拡大、④女性の雇用状況の改善を目指す。
※ 石川県独自の｢労働力調査｣も活用しながら、県内女性の就業状況をチェック。

石川県｢労働力調査｣

目 標

総務省｢労働力調査｣

全国の労働力人口･就業者数･失業者数等を毎月公表

都道府県別の雇用状況は基本的に非公表
※数年に１度の｢国勢調査｣｢就業構造基本調査｣

でしか都道府県別の状況が把握不可能

平成16年度より、全国に先駆けて石川県独自の｢労働
力調査｣を開始（四半期に１度の公表）

【期待される姿】

育児女性等については、｢労働力｣･｢非労働力｣の境界が必ずしも
明確でない場合も多いと考えられることから、
① 意欲ある女性の増加（＝労働力率の向上）
② 実際に就業できる状況（＝失業率の低下）

の双方を目指す。

事
業
目
標
（
初
年
度
）

800人サービス利用者数

300人再チャレンジ実現数

努
力
目
標
（
２
年
後
の
姿
）

石川県｢労働力調査｣の結果概要（H17年度４月～12月／女性）

雇用者数

3.2％9,067完全失業者

就業者数

非労働力人口

労働力人口

46.4％243,533

227,233

51.9％272,233

53.6％281,600

525,133生産年齢人口

率人数

3.2％

53.6％

H17年度

失業率

労働力率

2.8％

55.0％

H19年度

※初年度は９か月間の目標

直接的な事業成果のみならず、｢女性の再チャレンジ｣に
対する気運の盛り上がり(労働力人口の拡大)等も期待。
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